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１．研究計画の概要 

（１）経済的相互依存が深化し「経済のグロ
ーバル化」と呼ばれる状況が一層進んだ９０
年代以降において、経済のグローバル化が日
本の対外経済政策にどのような影響を与え
ているのかを明らかにすることが目的であ
る。 

（２）本研究は、対外経済政策に影響を及ぼ
すと考えられてきた国内諸団体（特に産業セ
クターにおける産業団体、経済団体）に焦点
をあて、各団体の対外経済政策についての影
響について団体へ聞き取り調査を行い、90

年代以降の変容を考察する。 

 

２．研究の進捗状況 

 （１）経済的相互依存が深化していること

が日本の対外経済政策にどのような影響を

与えているのか、という点についての体系的

な研究は事例研究以外、ほとんど行われてい

ない。本研究では、経済的相互依存が一段と

進んだ９０年代以降とそれ以前の変化を考

察する。（２）本研究は、従来、対外経済政

策に影響を与えていると言われてきた国内

集団（利益団体）の役割に焦点をあてて、対

外経済政策の変容を分析する。本研究では、

経済的相互依存が国家の政策に与える影響

について、国内社会に与える配分的影響を重

視する。経済的相互依存が進むと国内社会に

もたらす配分的影響が多様になり、配分的影

響が政策選好を決定し、政策決定過程に影響

を与えると言われている。本研究では、この

ようなことが日本社会で起こっているか否

かを実証的に明らかにすることにした。国内

集団として産業団体、経済団体、労働組合、

消費者団体等を対象にし、経済的相互依存が

与える配分的影響と政策選好についての調

査を行い（団体調査は調査会社に依頼した）、

各団体が対外経済政策形成に対する態度を

どのように変容させているのかを分析する。 

（３）第一段階としては、仮説の設定、第二

段階としては、対象とする分野及び調査を行

う団体の選定、第三段階として質問票の作成、

第４段階として調査の実施を行う計画を立

てた。現時点では、第４段階の実施を行った

ところであるが、その分析は最終年度に行う

予定である。 

（４）仮説は、経済的相互依存が進むと団体

のメンバーが受ける配分的影響に差が生じ、

配分的影響に基づく政策選好にも相違が出

るため、各団体の利益集団としての影響力は

低下する、というものであり、調査において

は、各団体とそのメンバーとの関係、各団体

と政府との関係との２つの経路について焦

点を当てた。 

 

３．現在までの達成度 

③やや遅れている。 

＜理由＞2009 年の総選挙後、政権交代が起
こったため、調査実施を一年繰り下げざるを
得なかったため、調査結果をまとめることが
遅れており、当初の計画よりやや遅れる結果
となった。 

 

４．今後の研究の推進方策 
 これまで実施した団体の調査の結果に基
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づき、追加的な最終調査を 2011 年度に行う
とともにその結果の分析を夏までに行い、秋
以降研究成果をまとめる。研究成果の刊行は、
2012年になる予定である。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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